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老人福祉法・介護保険法による権限規定

老

人

福

祉

法

第 18条 都道府県知事 老人居宅生活支援事業者，老人デイサービスセンター，老人短期入所施

設，老人介護支援センター設置者，養護老人ホーム，特別養護老人ホー

ムの施設長に対する報告徴収・立入検査等

第 18条の 2 都道府県知事 認知症対応型老人共同生活援助事業者に対する改善命令

老人居宅生活支援事業者，老人デイサービスセンター，老人短期入所施

設，老人介護支援センター設置者に対する事業制限・停止命令

第 19条 都道府県知事 養護老人ホーム，特別養護老人ホーム設置者に対する事業停廃止命令，

認可取消

第 29条 都道府県知事 有料老人ホーム設置者等に対する報告徴収・立入検査等

有料老人ホーム設置者に対する改善命令

介

護

保

険

法

第 76条 都道府県知事

・市町村長

指定居宅サービス事業者等（事業者であった者，従業者であった者）に

対する報告徴収・立入検査等

第 76条の 2 都道府県知事 指定居宅サービス事業者に対する勧告・公表・措置命令

第 77条 都道府県知事 指定居宅サービス事業者の指定取消・指定の効力停止

第 78条の 7 市町村長 指定地域密着型サービス事業者等（事業者であった者，従業者であった

者）に対する報告徴収・立入検査等

第 78条の 9 市町村長 指定地域密着型サービス事業者に対する勧告・公表・措置命令

第 78条の 10 市町村長 指定地域密着型サービス事業者の指定取消・指定の効力停止

第 83条 都道府県知事

・市町村長

指定居宅介護支援事業者等（事業者であった者，従業者であった者）に

対する報告徴収・立入検査等

第 83条の 2 都道府県知事 指定居宅介護支援事業者に対する勧告・公表・措置命令

第 84条 都道府県知事 指定居宅介護支援事業者の指定取消・指定の効力停止

第 90条 都道府県知事

・市町村長

指定介護老人福祉施設開設者等（施設の長，従業者であった者）に対す

る報告徴収・立入検査等

第 91条の 2 都道府県知事 指定介護老人福祉施設開設者に対する勧告・公表・措置命令

第 92条 都道府県知事 指定介護老人福祉施設の指定取消・指定の効力停止

第 100条 都道府県知事

・市町村長

介護老人保健施設の開設者等に対する報告徴収・立入検査等

第 103条 都道府県知事 介護老人保健施設の開設者に対する勧告・公表・措置命令

第 104条 都道府県知事 介護老人保健施設の許可取消・許可の効力停止

※第 112条 都道府県知事

・市町村長

指定介護療養型医療施設の開設者等に対する報告徴収・立入検査等

※第 113条の 2  都道府県知事 指定介護療養型医療施設の開設者に対する勧告・公表・措置命令

※第 114条  都道府県知事 指定介護療養型医療施設の指定取消・指定の効力停止

第 115条の 7 都道府県知事

・市町村長

指定介護予防サービス事業者等（事業者であった者，従業者であった者）

に対する報告徴収・立入検査等

第 115条の 8 都道府県知事 指定介護予防サービス事業者に対する勧告・公表・措置命令

第 115条の 9 都道府県知事 指定介護予防サービス事業者の指定取消・指定の効力停止

第 115条の 17 市町村長 指定地域密着型介護要望サービス事業者等（事業者であった者，従業者

であった者）に対する報告徴収・立入検査等

第 115条の 18 市町村長 指定地域密着型介護サービス事業者に対する勧告・公表・措置命令

第 115条の 19 市町村長 指定地域密着型介護サービス事業者の指定取消・指定の効力の停止

第 115条の 27 市町村長 指定介護予防支援事業者等（事業者であった者，従業者であった者）に

対する報告徴収・立入検査等

第 115条の 28 市町村長 指定介護予防支援事業者に対する勧告・公表・措置命令

第 115条の 29 市町村長 指定介護予防支援事業者の指定取消・指定の効力停止

※ 指定介護療養型医療施設に関しては，〔旧〕介護保険法(抄)に，平成 30年 3月 31日までの間，なおその効力を有するものと
記載されている。
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鹿児島県高齢者虐待防止推進会議設置要綱

（設置）

第１条 高齢者虐待（身体拘束を含む。以下同じ。）の防止について，関係機関相互の密接な連

携を確保し，その総合的かつ効果的な推進を図るため，鹿児島県高齢者虐待防止推進会議（以

下「推進会議」という。）を設置する。

（協議事項）

第２条 推進会議は，次に掲げる事項について協議する。

高齢者虐待防止の総合的推進に関すること。

高齢者虐待防止の連絡調整に関すること。

高齢者虐待防止の意見・情報交換に関すること。

その他高齢者虐待防止の推進に必要な事項

（組織）

第３条 推進会議の委員は，別表に掲げる者をもって充てる。

２ 委員の任期は２年とする。ただし，再任を妨げない。

３ 委員に欠員を生じた場合の任期は，前任者の残任期間とする。

４ 会長は保健福祉部次長をもって充てる。

（会議）

第４条 会長は，推進会議を代表し，統括する。

２ 会長は，推進会議の議長となり，議事を整理する。

３ 委員が推進会議に出席できない場合は，それぞれの委員が指名する者を出席させることがで

きる。

４ 推進会議には，必要に応じ，関係者を出席させることができる。

（庶務）

第５条 推進会議の庶務は，保健福祉部介護福祉課において処理する｡

（雑則）

第６条 この要綱に定めるもののほか，推進会議に関し必要な事項は，別に定める。

附 則

１ この要綱は，平成19年６月29日から施行する。

２ 鹿児島県身体拘束廃止推進会議設置要綱（平成14年３月20日施行）及び鹿児島県高齢者虐待

防止対策推進庁内連絡会議設置要綱（平成18年８月25日施行）は，廃止する。

附 則

１ この要綱は，平成20年２月12日から施行する。

附 則

１ この要綱は，平成21年４月１日から施行する。

附 則

１ この要綱は，平成21年７月23日から施行する。

附 則

１ この要綱は，平成25年６月27日から施行する。
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別表（第３条関係）

鹿児島県社協老人福祉施設協議会

鹿児島県老人保健施設協会

介護保険事業関係者 鹿児島県地域包括・在宅介護支援センター協議会

鹿児島県介護支援専門員協議会

鹿児島県ホームヘルパー協議会

鹿児島県訪問看護ステーション協議会

認知症の人と家族の会鹿児島県支部

地域住民代表 鹿児島県老人クラブ連合会

鹿児島県民生委員児童委員協議会

鹿児島県医師会

鹿児島県歯科医師会

鹿児島県看護協会

関係団体 鹿児島県社会福祉協議会

鹿児島県社会福祉士会

鹿児島県介護福祉士会

鹿児島県弁護士会

鹿児島地方法務局

市町村

地域包括支援センター

行政関係者 精神保健福祉センター

警察本部生活安全企画課

保健福祉部次長
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